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県内大学･短期大学生の2022年3月卒業予定者の就職内定率(11月末現在)は、78.7％ 

～前年同月と比べて2.3ポイント上昇～ 

 

 
 

 

 

 

 

※就職内定率は、就職希望者に占める就職内定者の割合。 

 

◆ 就職内定率調査の概要 

≪調査方法≫ ・県内大学・短期大学の各キャリアセンター等で把握している就職内定者数を集計。 

・県内の大学52校及び短大18校のうち、調査協力を得られた大学45校及び短大

18校の計63校を調査。 

 ≪調査時期等≫ ・2021年10月から2022年3月まで毎月末現在の状況を調査。 

（10月末、11月末、12月末、1月末、2月末、3月末の6回） 

・各調査月の翌月末に発表。 

 

【就職内定率の詳細（前年同月との比較）】 

（％） （％）

男 19,027 14,963 78.6 ( 　 1.2 ) 19,219 14,869 77.4 ( ▲6.8 )

女 20,006 15,751 78.7 ( 　 3.3 ) 20,426 15,410 75.4 ( ▲7.6 )

計 39,033 30,714 78.7 ( 　 2.3 ) 39,645 30,279 76.4 ( ▲7.2 )

 
男 18,831 14,845 78.8 ( 　 1.3 ) 19,018 14,745 77.5 ( ▲6.9 )

女 17,584 14,015 79.7 ( 　 3.5 ) 17,737 13,522 76.2 ( ▲7.9 )

計 36,415 28,860 79.3 ( 　 2.4 ) 36,755 28,267 76.9 ( ▲7.3 )

　
男 196 118 60.2 ( ▲1.5 ) 201 124 61.7 ( ▲9.7 )

女 2,422 1,736 71.7 ( 　 1.5 ) 2,689 1,888 70.2 ( ▲5.9 )

計 2,618 1,854 70.8 ( 　 1.2 ) 2,890 2,012 69.6 ( ▲6.2 )
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2021年12月27日（月） 
愛知県労働局就業促進課 

若年者雇用対策グループ 

担当 高見、森川 

内線  3435､3436  

ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 052-954-6366 

愛知県では1994年度から県内の大学・短期大学における就職内定状況を調査公表しています。 

この度、2021年度（2022年3月）に県内の大学等を卒業する予定者について、11月末現在の就

職内定状況をとりまとめましたのでお知らせします。 

大学・短期大学を合わせた全体の就職内定率※は78.7％（前年同月76.4％：2.3ポイント上昇）

となりました。 

本事業は、ＳＤＧｓの「８ 働きがいも経済成長も」 
に資する取組です。 
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【就職内定率の月別推移】                              （単位：％） 

対前月差（P） 対前月差（P） 対前月差（P） 対前月差（P） 対前月差（P） 対前月差（P）

73.1 （　―　） 78.7 ( +5.6 )

大学計 73.9 （　―　） 79.3 ( +5.4 )

短大計 61.3 （　―　） 70.8 ( +9.5 )

68.9 （　―　） 76.4 ( +7.5 ) 81.6 ( +5.2 ) 85.8 ( +4.2 ) 89.8 ( +4.0 ) 96.2 ( +6.4 )

大学計 69.6 （　―　） 76.9 ( +7.3 ) 81.8 ( +4.9 ) 85.8 ( +4.0 ) 89.7 ( +3.9 ) 96.1 ( +6.4 )

短大計 59.6 （　―　） 69.6 ( +10.0 ) 79.6 ( +10.0 ) 86.0 ( +6.4 ) 90.9 ( +4.9 ) 97.7 ( +6.8 )

76.5 （　―　） 97.2 （　―　）

大学計 77.2 （　―　） 97.1 （　―　）

短大計 67.8 （　―　） 98.4 （　―　）

２月末 ３月末

2020

大学・短大計

2019

大学・短大計

2021

大学・短大計

年度 区分
10月末 11月末 12月末 1月末

調査なし

 

 

【調査開始以降の就職内定率の推移（大学・短大計）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1 2019年度は調査業務にかかる大学・短大の負担を軽減するため、調査時期を年2回（10月末及び3月末）に変更 

 


